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＜＜＜＜調査目的調査目的調査目的調査目的とととと結果概要結果概要結果概要結果概要＞＞＞＞

【調査目的】

・基礎的な調査：日本における車両安全対策の費用対効果分析の

あり方の検討のための調査

・議論のための知見・論点の整理：欧米における先行的な検討状

況について参考資料整理

【結果概要】

・欧州・米国ともに費用対効果の基本的な流れや，効果を便益と

22

・欧州・米国ともに費用対効果の基本的な流れや，効果を便益と

して扱うために貨幣価値化を実施することは共通点である

・米国の方が重傷者の区分を細分化していることや，感度分析の

対象とするパラメータなどが相違点である

【論点・議論の方向性】

・日本における車両安全対策の費用対効果分析の導入の方向性

・車両安全対策の費用，および，効果として考慮すべき項目



＜海外動向調査に用いた文献・資料＞

☑欧州

・European Commission Directorate General Energy and Transport: Cost-

benefit assessment and prioritisation of vehicle safety technologies, 2006

→ 21種類の車両安全対策を対象

①①①①横滑横滑横滑横滑りりりり防止装置防止装置防止装置防止装置(ESC)，②ブレーキアシストシステム，

③コンパチビリティ，④アンダーランプロテクション，⑤eCall，

⑥衝突警報，⑦ACC，⑧デイタイムランニングライトなど

＜＜＜＜調査調査調査調査にににに用用用用いたいたいたいた欧州欧州欧州欧州・・・・米国米国米国米国のののの文献文献文献文献＞＞＞＞
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⑥衝突警報，⑦ACC，⑧デイタイムランニングライトなど

→ 費用便益分析による13種類の対策の効率性を比較

☑米国

・National Highway Traffic Safety Administration(NHTSA): FMVSS No.126 

Electronic  Stability Control Systems, 2007

→横滑横滑横滑横滑りりりり防止装置防止装置防止装置防止装置(ESC)の費用効果分析と費用便益分析を実施

＜欧州・米国の実施状況の比較＞

・対象：横滑り防止装置(ESC)

・内容：費用と効果・便益の内容，算出・評価手法

＜欧州・米国の実施状況の比較＞

・対象：横滑り防止装置(ESC)

・内容：費用と効果・便益の内容，算出・評価手法

欧州欧州欧州欧州 導入の方向性・論点

費用便益分析 純便益と費用便益比による優先順位づけ

装置単体

扱うべき間接費用とは何か

①死者，②重傷者，③軽傷者

④物損事故の削減

扱うべき直接便益とは何か

移動遅延の回避 扱うべき間接便益とは何か

約1億4,000万円 死亡 約4億1,000万円

MAIS 5 約2億9,000万円

MAIS 4 約8,800万円

死亡死亡死亡死亡

重傷重傷重傷重傷

米国米国米国米国

＜日本*＞

 ・死亡：約2億5,000万円

 ・重傷：約　　 860万円

費用便益分析

装置単体

約2,000万円

費費費費

用用用用

便便便便

益益益益

評価手法評価手法評価手法評価手法

原原原原

単単単単

直接直接直接直接

間接間接間接間接

直接直接直接直接

間接間接間接間接

燃料経済影響

①死者，②重傷者，③軽傷者

④物的損失の削減

移動遅延の回避

＜＜＜＜欧州欧州欧州欧州・・・・米国米国米国米国のののの実施状況実施状況実施状況実施状況のののの特徴特徴特徴特徴＞＞＞＞

―
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MAIS 3 約3,700万円

MAIS 2 約1,900万円

MAIS 1 約130万円

8パターン

①費用，②有効率，

③普及率，④保有年数

死者数死者数死者数死者数 2,250人

重傷者数重傷者数重傷者数重傷者数 23,866人

軽傷者数軽傷者数軽傷者数軽傷者数 226,337人

11.6兆円

1.7～6.6

0.6兆円～1.2兆円

8.4～20.9

・欧州(英・独・仏など):3～8%

・ニュージーランド・アジア開発銀行:10～12%

約320万円

 ・軽傷：約　　   24万円

*内閣府：交通事故の被害・損失の経済的分析に

関する調査報告書(2012)

感度分析の対象とするべきパラメータとは何か

4パターン

①割引率，②有効率

1,695～3,202人

(1,012～2,060人:死者数への換算)

効効効効

果果果果

軽傷軽傷軽傷軽傷

純便益純便益純便益純便益

単単単単

位位位位

結結結結

果果果果

感度分析感度分析感度分析感度分析

費用対便益比費用対便益比費用対便益比費用対便益比

割引率割引率割引率割引率 5%
3%

7%
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OutlineOutline

（（（（1）背景および目的）背景および目的）背景および目的）背景および目的

（（（（2）費用対効果分析の概要）費用対効果分析の概要）費用対効果分析の概要）費用対効果分析の概要

�規制導入に伴う影響の分析・評価

�費用効果分析と費用便益分析の違い

�分析のフローと費用・便益の項目

（（（（3）車両安全対策の費用対効果分析の実施事例）車両安全対策の費用対効果分析の実施事例）車両安全対策の費用対効果分析の実施事例）車両安全対策の費用対効果分析の実施事例
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（（（（3）車両安全対策の費用対効果分析の実施事例）車両安全対策の費用対効果分析の実施事例）車両安全対策の費用対効果分析の実施事例）車両安全対策の費用対効果分析の実施事例

－横滑り防止装置（－横滑り防止装置（－横滑り防止装置（－横滑り防止装置（ESC）－）－）－）－

【欧州：European Commission(EC)】

【米国：NHTSA FMVSS】

（（（（4）日本における費用対効果分析の参考事例）日本における費用対効果分析の参考事例）日本における費用対効果分析の参考事例）日本における費用対効果分析の参考事例

【日本：政策大学院大学（横滑り防止装置(ESC)）】

・参考文献・資料・付録・参考文献・資料・付録・参考文献・資料・付録・参考文献・資料・付録



（（（（（（（（11）））））））） 背景・目的背景・目的背景・目的背景・目的背景・目的背景・目的背景・目的背景・目的

【背景】

平成26年度 : 車両安全対策の更なる推進のための３つの実施事項

①車両安全対策の効果の事後評価

②更なる車両安全対策の可能性に関する検討

③費用対効果分析に関する検討

③費用対効果分析に関する検討

・欧米における車両安全対策の推進に関する動向を調査

③費用対効果分析に関する検討

・欧米における車両安全対策の推進に関する動向を調査

77

・調査対象：

1)効果予測の手法，2)効果評価の手法，3)費用対効果分析の手法，

4)欧米における費用対効果手法の位置づけ

・調査対象：

1)効果予測の手法，2)効果評価の手法，3)費用対効果分析の手法，

4)欧米における費用対効果手法の位置づけ

【調査目的】

・基礎的な調査：日本における車両安全対策の費用対効果分析の

あり方の検討のための調査

・議論のための知見・論点の整理：欧米における先行的な検討状

況について参考資料整理

（（（（（（（（22）））））））） 費用対効果分析の概要費用対効果分析の概要費用対効果分析の概要費用対効果分析の概要費用対効果分析の概要費用対効果分析の概要費用対効果分析の概要費用対効果分析の概要

＜規制影響分析(RIA)＞

政策・規制・対策が社会や経済に与えるプラス・マイナスの様々な

影響について、できるだけ定量的に示す作業

＜定量化する対象＞

－－－－マイナスのマイナスのマイナスのマイナスの影響影響影響影響－－－－マイナスのマイナスのマイナスのマイナスの影響影響影響影響((費用費用費用費用費用費用費用費用:cost):cost) ＋＋＋＋プラスのプラスのプラスのプラスの影響影響影響影響＋＋＋＋プラスのプラスのプラスのプラスの影響影響影響影響((効果効果効果効果効果効果効果効果:effectiveness):effectiveness)

・費用の単位：金銭

・効果の単位：実物(トン、件、人など)

88

（対策の目的が「費用の節約」の場合は「金銭」にする）

（便益(benefit)：定量化された効果のうち、金銭の単位のもの）

産業技術総合研究所 安全科学研究部門：社会経済分析ガイドラインウェブサイトより



① 対策の影響（費用と効果）を可能な限り列挙

② 影響の定量化・金銭価値化（ここでここでここでここで結果結果結果結果をををを示示示示すことがすことがすことがすことが望望望望ましいましいましいましい））））

③ これらの数字に基づいて規制影響を分析

概要概要概要概要

99産業技術総合研究所 安全科学研究部門：社会経済分析ガイドラインウェブサイトより

＜費用効果分析と費用便益分析＞

・共通点：ともに効率性の達成を目的とした手法

・相違点：効果（相対的な効率性），便益（絶対的な効率性）

費用効果分析 費用便益分析

目的

分析対象 相対的な効率性 絶対的な効率性

　C÷E＝「かけられた費用」÷「得られた効果」

　純便益＝  B－C

効率性の達成

概要概要概要概要

1010産業技術総合研究所 安全科学研究部門：社会経済分析ガイドラインウェブサイトより

定義式

　C÷E＝「かけられた費用」÷「得られた効果」

                 （C：Cost, E：Effectiveness）

　純便益＝  B－C

　　　　＝「得られた便益」－「かけられた費用」

                 　   （B：Benefit，C：Cost）

得られる結果

・「費用」を「効果」で割った値

・「1単位の効果を得るためにかけられた費用」

・いくつかオプションがある場合は，値が小さい順

から実施することが効率的である

・「便益」から「費用」を差し引いた「純便益」

・プラスならば有益，マイナスならば無益

・純便益の大きさが対策ごとの有益性を表す

メリット ○割った値の大きさで対策間の優先順位付けが可能

○純便益の大きさで対策間の優先順位付けが可能

○純便益の大きさから対策ごとの是非が判断可能

デメリット △対策ごとの是非の判断に不向き

△便益の金銭価値化における課題

（抵抗感，データの不足，不確実性など）



step0: 規制の適切な評価手法の選択

step1: 規制の代替案の検討

（現状維持ケースも含む）

step2: 計測すべきコスト，ベネフィットの

明確化

step6: 間接費用/間接便益の検討

step7: 割引率の検討

費用便益分析の流れ
概要概要概要概要

1111

明確化

step3: 部分均衡/一般均衡の検討

step4: 直接費用の貨幣価値化

step5: 直接便益の貨幣価値化

step8: 規制の評価結果の比較

step9: ロバスト性の検討（感度分析）

step10: 効果の配分，累積の検討

（オプション）

The Centre for European Policy Studies; Assessing the costs and benefits of  regulation(2013)

規制の影響としての費用と便益（直接・間接）
概要概要概要概要

規制の影響

規制の費用 規制の便益

直接的な費用 施行の費用
直接的な便益

直接的

な影響

領域2

直接遵守費用 機会損失費用
監 視 裁 判

施行

福祉・厚生の改善 市場の効率性

1212

間接的な費用 間接的な便益

最終的な影響

領域1

間接的

な影響

領域4

領域3
領域6

領域5

税負担

間接遵守費用 その他間接費用

間接遵守便益 マクロ経済便益

その他

非金銭的便益

健康・幸福

満足

環境

GDP
雇用



費用に関する項目
概要概要概要概要

税負担費用 規制導入に伴う課税

単発費用

法改正に伴って，新規設備を導入するのにかかるコスト

労働者の再教育費用など，ただし，かかる費用は一度

周期的費用 周期的に発生するコスト(例：車検の支払い義務)

設備投資費用

遵守費用は一般に資本, 財政, 運用の合計

土地や設備を導入する費用

減価償却費の考え方で計上

維持費用 設備を維持するのに必要な賃金や材料費など

管理費用 規制に伴う情報提供義務を管理する費用

機会損失費用 執行まで待たされることで機会損失する費用(定量化は困難)

費

直

接

的

領

域

１

遵守費用

1313

電力会社の排出権の規制：電力を多く消費する鉄鋼メーカーが

電力会社から排出権の一部を負担すること

代替効果

規制による価格上昇：買い控え，安価な代用品を購入

航空業界の規制強化：安全性は向上するが運賃も上昇

　　　　　　　　　　自動車移動が増加→交通事故が増加

取引コスト 市場で取引を行う際に発生するコスト

新規参入の障壁 規制によって新規参入者を排除した競争原理が働かないロス

市場参入の逸失 規制によって市場参入の機会が減る可能性

投資・革新性の逸失 規制によって革新性が失われること

投資の不確実性 規制の不確実性によって投資意欲が減少する可能性

施

行

規制のモニタや効率的な執行にかかる費用

(モニタリング，訴訟，スピード規制に伴う警察官増員など)

(カメラの設置：警察官増員は不要だが維持費が必要)

領

域

3

費

　

用

間

接

的

領

域

2

間接的遵守費用

その他の間

接的費用

便益に関する項目
概要概要概要概要

第三者を経由せずに即時に便益が発生するもの

市民の利便性，福祉，満足度を表すもの

健康，安全，環境面にわかれる

死亡者数の減少は直接的な便益である

過度な市場原理が，市場の失敗につながることがある

規制が市場の失敗を改善に役立つ可能性がある

直接便益が波及し，時間経過があった後に便益が発生するもの

便益が費用負担をしていない他の団体の便益につながること

GDPの改善，雇用率の改善，生産性向上など

便

　

益

直

接

的

領

域

4

福祉・厚生の改善

市場効率性の改善

間

接

的

領

域

5

第三者への便益波及

マクロ経済的便益

1414

費用費用費用費用・・・・効果効果効果効果・・・・便益便益便益便益のののの分析分析分析分析

・費用・効果・便益（直接的・間接的）をできるだけ列挙

・列挙した項目の定量化・金銭価値化

・「効果」のうち，金銭価値化されたものが「便益」である

→ 車両安全対策：死亡者，負傷者，事故の減少（物損事故）

費用費用費用費用・・・・効果効果効果効果・・・・便益便益便益便益のののの分析分析分析分析

・費用・効果・便益（直接的・間接的）をできるだけ列挙

・列挙した項目の定量化・金銭価値化

・「効果」のうち，金銭価値化されたものが「便益」である

→ 車両安全対策：死亡者，負傷者，事故の減少（物損事故）



（（（（（（（（33）））））））） 車両安全対策の費用対効果分析の実施事例車両安全対策の費用対効果分析の実施事例車両安全対策の費用対効果分析の実施事例車両安全対策の費用対効果分析の実施事例車両安全対策の費用対効果分析の実施事例車両安全対策の費用対効果分析の実施事例車両安全対策の費用対効果分析の実施事例車両安全対策の費用対効果分析の実施事例

＜海外動向調査に用いた文献・資料＞

☑欧州

・European Commission Directorate General Energy and Transport: Cost-

benefit assessment and prioritisation of vehicle safety technologies, 2006

→ 21種類の車両安全対策を対象

①①①①横滑横滑横滑横滑りりりり防止装置防止装置防止装置防止装置(ESC)，②ブレーキアシストシステム，

③コンパチビリティ，④アンダーランプロテクション，⑤eCall，

⑥衝突警報，⑦ACC，⑧デイタイムランニングライトなど

1515

⑥衝突警報，⑦ACC，⑧デイタイムランニングライトなど

→ 費用便益分析による13種類の対策の効率性を比較

☑米国

・National Highway Traffic Safety Administration(NHTSA): FMVSS No.126 

Electronic  Stability Control Systems, 2007

→横滑横滑横滑横滑りりりり防止装置防止装置防止装置防止装置(ESC)の費用効果分析と費用便益分析を実施

＜欧州・米国の実施状況の比較＞

・対象：横滑り防止装置(ESC)

・内容：費用と効果・便益の内容，算出・評価手法

＜欧州・米国の実施状況の比較＞

・対象：横滑り防止装置(ESC)

・内容：費用と効果・便益の内容，算出・評価手法

EC

1616



ESC

(横滑り防止装置)
ブレーキアシスト

コンパティビリ

ティ

アンダーランプロ

テクター

eCall
衝撃吸収ノーズ

(トラック)
衝突警報など

ACC

(Adaptive Cruise

Control)

2
デイタイムライニ 死角補助ミラー

装置のタイプ

衝突回避・被害軽減1

安全装置

EC
＜分析対象としている車両安全対策＞

・21種類の対策を6タイプの車両安全対策に分類

・そのうちのESCに関わる内容について整理

1717

2 知覚支援

デイタイムライニ

ングライト

高視認性反射材

死角補助ミラー

(追加装備)

3 速度超過防止

ISA

(Intelligent Speed

Adaptation)

4 保護装置の不使用／誤使用防止

シートベルトリマ

インダ

むち打ち防止シー

ト・ヘッドレスト

ユニバーサルアン

カー(ISOFIX)

5 タイヤ対策

タイヤ空気圧モニ

タ装置

ブレーキ評価装置

6
ドライバディストラクション／ド

ライバ異常状態・異常行動対策

アルコールイン

ターロック

疲労検知

EDR

(Event Data

Recorder)

車線逸脱警報

EC
＜分析の前提＞

死者・重傷・軽傷別の損失額

1億4,250万円

2,003万円

323万円

※140円/€
①人的損失，②物的損失，③時間損失(渋滞)

1818

基本的な仮定

対象期間

割引率

シナリオ１(対策なし)

シナリオ２(対策あり)

便益



EC
＜ESCの有効性＞

削減率：死者数・重傷者・軽傷者

＜データの出典＞

・自動車製作者の効果評価に関する公表値

・スウェーデン，アメリカの研究事例

1919

削減数：死者数・重傷者・軽傷者

・スウェーデン，アメリカの研究事例

・中央値（最小／最大）

25-75 150-500

EC
＜分析に用いるパラメータ（効果・費用）＞

対策なし

シナリオ

（普及率）

2006  2025

対策の有効性（死者数）

事故

削減

被害

軽減

対象

事故

費用

2020

25-75 150-500

予防安全・プリクラッシュセーフティ・衝突安全別に設定



EC
＜費用便益分析結果＞

便益便益便益便益

死者減

重傷者減

軽傷者減

費用費用費用費用

純便益純便益純便益純便益

費用便益比費用便益比費用便益比費用便益比
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0
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10

15

便益 費用

3.5 
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4.7 

7.5 
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費

用
(
円

)

兆

＜ECのESCの費用便益効果＞

① 便益： 15.7兆円

（死3.5, 重4.7, 軽7.5）

② 費用： 4.1兆円

③ 純便益： 11.6兆円

④ 費用便益比：3.8

→ 純便益と費用便益比が大きい

→ 社会的なメリットの大きい対策

＜ECのESCの費用便益効果＞

① 便益： 15.7兆円

（死3.5, 重4.7, 軽7.5）

② 費用： 4.1兆円

③ 純便益： 11.6兆円

④ 費用便益比：3.8

→ 純便益と費用便益比が大きい

→ 社会的なメリットの大きい対策

EC
＜感度分析＞

■純便益：11.7兆円 ■費用便益比：3.8

・ESCの効果評価における１シナリオの分析結果

・評価に用いるパラメータによって結果が変わる可能性

・費用／有効性／普及率／保有年数の感度分析

・各パラメータについて，小と大を組み合わせて評価

→ 費用便益比費用便益比費用便益比費用便益比：：：：1.7～～～～6.6

→ 8つのシナリオでつのシナリオでつのシナリオでつのシナリオで評価評価評価評価してもしてもしてもしても全全全全てててて1以上以上以上以上のののの値値値値

2222

費用

有効性

普及率

保有年数

（小）

（大）

（（（（小小小小））））

（（（（大大大大））））

（小）

（大）

（小）

（大）

費用便益比
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EC
＜感度分析結果のまとめ＞

－車両安全対策ごとの比較－

6.66.6
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＜死者数への換算＞

（AIS*コードによる設定，MAIS**1～5と死亡の6段階）

NHTSA

損傷程度

*AIS   : 人体の各部位別の損傷を1から6にスコア化したもの(Abbreviated Injury Scale)

2525

*AIS   : 人体の各部位別の損傷を1から6にスコア化したもの(Abbreviated Injury Scale)

**MAIS : 各部位のAISの中で最もその値が高いもの(Maximum AISの略)

軽症

中等度

重症

重篤

瀕死

即死

損傷程度別の負傷者数を死者数に換算する値(6段階)

(2005)

127万円

1,871万円

3,745万円

8,807万円

2億9,135万円

4億0,896万円

※109円/$

NHTSA
＜ESCの有効性＞

•車種別の死亡事故・全事故に対する有効性

•車種：PCs(Passengers Cars)・LTV(Light Trucks and Vans)

•FARSデータ，NCSA(National Center for Statistics and Analysis)

→ 7つの州の事故データから有効性を評価(平均値)

→0

2626

→不確実不確実不確実不確実なななな値値値値はこのはこのはこのはこの段階段階段階段階でででで除外除外除外除外

( )は90％信頼区間

→0

NHTSA: Statistical Analysis of the Effectiveness of Electronic Stability Control(ESC) Systems -Final Report-, pp.44-54(2007) 



NHTSA
＜4パターンの有効な負傷者数の抽出＞

・割引率：2種類（3%／7%）

・有効率：2種類（Lower／Higher）

2727

＜4パターンの死者数削減効果の評価＞

・割引率：2種類（3%／7%）

・有効率：2種類（Lower／Higher）

NHTSA

2828

�3% 4.09億円／人(2,123人と3,202人)：8,720億～1兆3,080億円

�7% 4.09億円／人(1,695人と2,546人)：6,976億～1兆0,464億円

�3% 4.09億円／人(2,123人と3,202人)：8,720億～1兆3,080億円

�7% 4.09億円／人(1,695人と2,546人)：6,976億～1兆0,464億円



NHTSA
＜費用の算出＞

装置単体の費用

規制化に伴う費用

2929
①人的損失，②物的損失，③時間損失(渋滞)，④燃料経済影響

規制化にかかる全体の費用

合計

(vehicle cost)

11.3                     20.9                      8.4                 14.5

費用

便益比

NHTSA
＜費用便益分析結果＞

・割引率と有効率の4パターンで実施

3030

純便益

� 費用便益比：8.4～20.9

� 純便益 ：6,104億～1兆2,426億円

→ ESCは社会的にメリットの大きい対策

� 費用便益比：8.4～20.9

� 純便益 ：6,104億～1兆2,426億円

→ ESCは社会的にメリットの大きい対策



＜＜＜＜欧州欧州欧州欧州・・・・米国米国米国米国のののの実施状況実施状況実施状況実施状況とととと導入導入導入導入のののの方向性方向性方向性方向性・・・・論点論点論点論点のののの整理整理整理整理＞＞＞＞

欧州欧州欧州欧州 導入の方向性・論点

費用便益分析 純便益と費用便益比による優先順位づけ

装置単体

扱うべき間接費用とは何か

①死者，②重傷者，③軽傷者

④物損事故の削減

扱うべき直接便益とは何か

移動遅延の回避 扱うべき間接便益とは何か

約1億4,000万円 死亡 約4億1,000万円

MAIS 5 約2億9,000万円

MAIS 4 約8,800万円

死亡死亡死亡死亡

重傷重傷重傷重傷

米国米国米国米国

＜日本*＞

 ・死亡：約2億5,000万円

 ・重傷：約　　 860万円

費用便益分析

装置単体

約2,000万円

費費費費

用用用用

便便便便

益益益益

評価手法評価手法評価手法評価手法

原原原原

単単単単

直接直接直接直接

間接間接間接間接

直接直接直接直接

間接間接間接間接

燃料経済影響

①死者，②重傷者，③軽傷者

④物的損失の削減

移動遅延の回避

―

3131

MAIS 3 約3,700万円

MAIS 2 約1,900万円

MAIS 1 約130万円

8パターン

①費用，②有効率，

③普及率，④保有年数

死者数死者数死者数死者数 2,250人

重傷者数重傷者数重傷者数重傷者数 23,866人

軽傷者数軽傷者数軽傷者数軽傷者数 226,337人

11.6兆円

1.7～6.6

0.6兆円～1.2兆円

8.4～20.9

・欧州(英・独・仏など):3～8%

・ニュージーランド・アジア開発銀行:10～12%

約320万円

 ・軽傷：約　　   24万円

*内閣府：交通事故の被害・損失の経済的分析に

関する調査報告書(2012)

感度分析の対象とするべきパラメータとは何か

4パターン

①割引率，②有効率

1,695～3,202人

(1,012～2,060人:死者数への換算)

効効効効

果果果果

軽傷軽傷軽傷軽傷

純便益純便益純便益純便益

単単単単

位位位位

結結結結

果果果果

感度分析感度分析感度分析感度分析

費用対便益比費用対便益比費用対便益比費用対便益比

割引率割引率割引率割引率 5%
3%

7%

（（（（（（（（44）））））））） 日本における費用対効果分析の参考事例日本における費用対効果分析の参考事例日本における費用対効果分析の参考事例日本における費用対効果分析の参考事例日本における費用対効果分析の参考事例日本における費用対効果分析の参考事例日本における費用対効果分析の参考事例日本における費用対効果分析の参考事例

＜横滑り防止装置の費用便益分析＞

・ H.Baum et.al; 自動車横滑り防止装置の費用便益分析, GRIPS* 

Information Center Discussion Paper, 09-07(2009.6)

*GRIPS:政策大学院大学(National Graduate Institute for Policy Studies)

→横滑り防止装置(ESC)がもたらす交通事故低減の便益と装備費用

について，日本の乗用車に焦点を当てた費用便益分析

3232

→日本における導入に関する参考事例として紹介

【特徴】

・ 実施にあたって欧州と米国の実施事例を参考にしている

・ 交通事故統合データベース，損害保険データから分析している



日本日本日本日本
＜ESCの有効性＞

＜ESCの効果の金銭価値化＞

損失額（死亡・重傷・軽傷）
死亡：約2億6,000万円

重傷： 約970万円

軽傷： 約180万円

3333

＜ESCの費用＞

・15,000円／乗用車：米国(90.3$)・欧州(130€)を参考

・1,636円／年：割引率(4%)，乗用車の平均利用年数(11.66年)

物損事故の物的損害の推計値(2007)

軽傷： 約180万円

物損： 約27～36万円

日本日本日本日本

現状の評価(4.7%) 普及率(100%の場合)

＜費用便益分析結果＞

3434

・・・・純便益純便益純便益純便益 ：：：： 56億円億円億円億円 1,196億円億円億円億円

・・・・費用費用費用費用 ：：：： 44億円億円億円億円 946億円億円億円億円

・・・・費用便益比費用便益比費用便益比費用便益比：：：： 2.3                 2.3

→ 欧米欧米欧米欧米にににに比比比比べてべてべてべて純便益純便益純便益純便益・・・・費用便益比費用便益比費用便益比費用便益比のののの値値値値はははは小小小小さいさいさいさい

→ 社会的社会的社会的社会的なメリットのあるなメリットのあるなメリットのあるなメリットのある対策対策対策対策

・・・・純便益純便益純便益純便益 ：：：： 56億円億円億円億円 1,196億円億円億円億円

・・・・費用費用費用費用 ：：：： 44億円億円億円億円 946億円億円億円億円

・・・・費用便益比費用便益比費用便益比費用便益比：：：： 2.3                 2.3

→ 欧米欧米欧米欧米にににに比比比比べてべてべてべて純便益純便益純便益純便益・・・・費用便益比費用便益比費用便益比費用便益比のののの値値値値はははは小小小小さいさいさいさい

→ 社会的社会的社会的社会的なメリットのあるなメリットのあるなメリットのあるなメリットのある対策対策対策対策



＜＜＜＜調査結果調査結果調査結果調査結果のののの概要概要概要概要＞＞＞＞

【結果概要】

・欧州・米国ともに費用対効果の基本的な流れや，効果を便益と

して扱うために貨幣価値化を実施することは共通点である

・米国の方が重傷者の区分を細分化していることや，感度分析の

対象とするパラメータなどが相違点である

【論点・議論の方向性】

3535

・日本における車両安全対策の費用対効果分析の導入の方向性

・車両安全対策の費用，および，効果として考慮すべき項目

＜＜＜＜今後今後今後今後のののの予定予定予定予定＞＞＞＞

(1)費用，および，効果として考慮すべき項目に関するデータの状況

の調査（データ有無，利用可能性，金銭価値化基準など）

(2)車両安全対策の費用対効果分析の導入の方向性の具体化

参考文献・資料参考文献・資料参考文献・資料参考文献・資料参考文献・資料参考文献・資料参考文献・資料参考文献・資料

＜費用対効果分析の概要＞

・産業技術総合研究所 安全科学研究部門：社会経済分析ガイドラインウェブサイト

(http://www.aist-riss.jp/db/guideline/)

・総務省：政策評価の実施に関するガイドライン(2005)

・総務省：規制の事前評価の実施に関するガイドライン(2007)

＜欧州・米国の実施状況＞

・The Centre for European Policy Studies; Assessing the costs and benefits of regulation

(2013)
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(2013)

・European Commission Directorate General Energy and Transport: Cost-benefit assessment 

and prioritisation of vehicle safety technologies(2006)

・National Highway Traffic Safety Administration(NHTSA): FMVSS No.126, Electronic  

Stability Control Systems(2007)

＜日本の実施状況＞

・H.Baum et.al; 自動車横滑り防止装置の費用便益分析, GRIPS 

Information Center Discussion Paper, 09-07(2009
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（（（（１１１１））））なぜなぜなぜなぜ割引割引割引割引くくくく必要必要必要必要があるのかがあるのかがあるのかがあるのか？？？？

・便益と費用が生じる時期は一般に時間的差異がある

・直近に発生する便益，または，費用の方が一般的により価値が高い

【将来の影響を割引く主な理論的根拠】

（a）投資された資源は通常正の収益を生じるので，現在の消費は将来の

消費より高価である．今日消費する場合は，投資による期待収益を

放棄しているからである．

割引率について割引率について割引率について割引率について割引率について割引率について割引率について割引率について
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放棄しているからである．

（b）人々は一般に将来の消費より現在の消費を好むため，便益の受け取

りを延期することは費用となる．これを，「人々は正の時間選好を

有する」という．

（c）消費が増加を続ける場合，将来における消費の増分は，現在におけ

る消費の増分よりも価値が低くなる．なぜならば，限界効用逓減の

法則により，消費の合計が増加すれば，限界的な消費は低下する傾

向にあるからである．

総務省：規制の政策評価に関する研究会最終報告書, pp.26-39(2007)



（（（（２２２２））））割引割引割引割引とはとはとはとは

・費用と便益の発現に時間差がある場合に両者を比較するための手法

・インフレとは異なる概念

■■■■個々個々個々個々のののの人間人間人間人間のののの「「「「時間選好時間選好時間選好時間選好」」」」: Time Preference

財やサービスを将来において享受するよりは，現在享受することを選好

すること（便益はすぐ受けたい）

→個人の時間選好は，金銭の貸付，または，借入の実質金利を用いる

■■■■社会全体社会全体社会全体社会全体のののの「「「「社会的時間選好社会的時間選好社会的時間選好社会的時間選好」」」」: Social Time Preference Rate

将来の財やサービスよりも現在の財やサービスが選好され，費用負担は

将来の世代に先送りしたがる原則（費用は先送りしたい）

3939

将来の世代に先送りしたがる原則（費用は先送りしたい）

→社会が将来と比較して現在にどれだけの価値を置くかという比率

【割引く理由と割引くために必要な値】

① 費用と便益の時間差を調整するために「現在価値」に換算

② 複数年にわたる費用と便益の間の差額を「現在価値ベース」で算定

③ ある選択肢の純現在価値（NPV: Net Present Value）を算定

④ NPVは政府の活動が正当化されるか否かの判断の第一基準

→ 割引率が必要

総務省：規制の政策評価に関する研究会最終報告書, pp.26-39(2007)

（（（（３３３３））））割引率割引率割引率割引率とはとはとはとは

・費用と便益を現在価値に割り引くための数値

・二つの根拠

①投資の収益率：現在消費する1単位は将来消費する1単位よりも高価

②時間選好率：人々は現在の1単位の消費を，将来の1単位よりも選好

・英国（3.5%）：社会的時間選好率

・欧州（4%）：1980年代初頭移行のEUの長期政府債の平均実質利回り

・米国（3%）：米国財務省の中期国債の実質利回り＝社会的時間選好率

（7%）：米国経済における民間資本の税引前の収益率の平均推計値
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【参考：割引率の設定（英国政府の場合）】

割引率 ＝ 社会的時間選好率 ＝ r ＋ μ× g ＝ 1.5＋1.0×2.0＝ 3.5%

ｒ：当該財・サービスについて人々が現在消費に対して将来消費を

割引く率（国民一人当たり消費は不変と仮定）：減価率

μ：限界効用の消費弾力性（ある変数ともう一つの変数の変化率の比）

ｇ：国民一人当たり年間消費の増加率

・減価率：1.5% ・限界効用の消費弾力性：1.0 ・消費成長率：2.0%

総務省：規制の政策評価に関する研究会最終報告書, pp.26-39(2007)



4141総務省：規制の政策評価に関する研究会最終報告書, pp.26-39(2007)

【参考】

○ 英国 Impact Assessment Toolkit 

“Discounting costs and benefits occurring over time” p.40 

時間をまたがって起きる便益及び費用の割引

・割引の対象とされるべき年数は政策提案次第である。

・10 年という割引期間が典型であるが、他の多数の要素も考慮に入れるべ

きである。

・主たる費用が設備購入費である場合、設備の耐用年数を利用することが

できる。

4242

できる。

・政策が時限条項（sunset clause）を伴っている場合、割引期間は政策が

実行される年数に設定されるべきである。


